　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総合研究所・都市減災研究センター（UDM）研究報告書（平成26年度）

テーマ3 小課題番号3.1-2

震災廃棄物の再資源化と高機能化

－木質材料など有機系材料を中心とした検討－

平常時、災害時、震災廃棄物、再資源化、高機能化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　田村雅紀＊　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．はじめに

　テーマ３の研究は，「震災廃棄物の再資源化と高機能化」を中心的課題として位置づけている。平常時から災害時までを含む時間的な流れの中で，都市減災を着実に達成するために，都市インフラを構成する主たる建築材料をコンクリート等を対象とした「無機系材料」，木質材料や各種左官材等を対象とした「有機系材料」に区別した対応が必要と考えられた。

　本稿では，震災の平常・災害時を通じて建築材料の機能と価値を持続的に取り扱う上で必要となる基礎的考え方を整理した後，「有機系材料」を中心としてとりまとめ，テーマ３全体の研究方向性を考察する。

２．都市減災に対応する建築材料の向かう先

２．１　平常時・災害時を含めた資源ストックの利活用

　日本の都市圏では，震災被害が生じた際，コンクリート塊をはじめ，廃木材，がれき等の膨大な震災廃棄物が生じる。阪神淡路大震災では，1500万㌧とも云われる大量の被災建設廃棄物が瞬時に発生したのに対し，首都直下型地震では，関東圏八都県市内の人口（日本の25％）と国内総生産の規模（日本の30％）を踏まえると，阪神淡路大震災の6.4倍程度（9600万㌧）という膨大な被災建設廃棄物が発生する可能性がある．近年の国内の産業廃棄物排出量が8000万㌧程度であることを踏まえると，巨大震災が生じた際の廃棄物は甚大さを帯びた量となり，合理的かつ速やかな処理と積極的な再資源化対策が，その後の都市機能回復に極めて重要な意味をもつ。

現在，平常時の都市基盤として高度に利活用されている建築物群は，実際には劣化・損傷が生じ，除却想定年数を越え始める建築物群も多数を占めている。これらの老朽化対策や環境影響の低減をはじめ，遺産的価値をもつ構造物の場合はそれらの保存活用を推進する必要もある。今後，都市部を中心とした様々な災害リスクが高まる状況下で，災害時対応を含めた長期的な建物の品質を保証する仕組みづくりが必要であることから，そのあり方をLCM(Life Cycle Management) 2)の観点からも検討した。

２．２　平常時・災害時を含めた品質と価値

　図１に平常時における「広義の品質」による健全性確保への道筋を示す。これは建築の作り手・使い手が，災害時を含めたライフサイクル全体で，建築物自身とその関連するサービスや便益に対して，設計段階で意図した品質や機能をどの程度まで保全が可能かを検証するために用いることができる。

　まず建築構造物は，他分野の工業製品と比較し，想定される設計耐用年数が圧倒的に長いことから，災害時対応も含め，使用期間における品質保証を実証するのであれば，建築物の構造体および構成材料の機能・性能および外観による「狭義の品質」の確保に加え，使用状態に影響を与える「広義の信頼性（保全性，寿命，故障率等の信頼性指標）」ならびに「安全性」の適切な管理が必要となる。これによる「広義の品質」が，少なくとも設計耐用期間を通じ，使い手への品質保証項目に対する要求水準を下回ることなく，社会的便益を供与し続けられることが重要となる。
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図１　平常時における「広義の品質」の管理・保証による健全性確保への道筋1)
これまで平常時の取り組みにおいて，建築物の生産プロセスにおける「ゆりかごからゲートまで」を起点として建材や構造体の品質管理を行い，建築主に引渡し後の一定期間に限り，その品質保証を行う仕組みはようやく一般化したといえる。一方，図のように，物理的な耐用年数を超えて，「ゆりかごから墓場まで」の全LCを含めた品質保証を果たす品質全体の考え方を整理をすると，広義の品質の考え方を適用することは，今後のストック化社会を保全する上で新たな手法を加える要素となる可能性がある。

２．３　平常時・災害時と場・人・活動による接点

　図２に災害時と平常時の対応を含む接点の例と構造物の品質保証の考え方を示す。

　東日本大震災では，建築における平常時の劣化・損傷による品質低下がある状況下で，地震に伴う自然災害により修復困難な規模の様々な被災事象が生じた。結果，平常時LCMでは想定がほぼ困難なレベルで地域・都市が機能低下状態に陥ったことから，元状態に向けた回復を果たす広義の意味での回復性（Resilience）に繋がる技術・システムを持ち合わせていることが，その後の周辺環境を含めた社会基盤の健全性を保つ上で大きく関係することが強く認識された。特に，都市部では，建物の構造安全性は確保されながらも，天井仕上材の落下等により，使用性の回復が長期に渡り困難となり，結果的に，その後の事業機能継続性3) (BCP：Business Continuity Plan)が大きく失われた事例が数多く生じている。

　この構造物の構造安全性と使用性確保に関わる構造材・下地材・仕上材・機能材の部位・要素ごとの劣化・損傷リスクを，部材・構造体さらには建物全体の狭義の品質項目として導入する3RVシステム（R頑強性：Robustness，R冗長性：Redundancy，R回復性：Resilience，V脆弱性：Vulnerability）を運用して予防的対策とに関わる各種の取り組みが，今後の大きな課題を示すことを指摘した。

図３に平常時と災害時を前提とした構造物のLCMにおける「場」「ひと」「生産」の前提条件を示す。「A：地域性（ば）」，「B：担い手（ひと）」，「C：生産（もの・こと）」の関係は，平常時と災害時における構造物の品質に対する考え方の前提条件となる。

　「場」の条件とは，具体には，「地域・都市・海外」などの各所が該当する。人はこの前提条件を踏まえ，日々の社会・経済活動を行なっており、建築物の長期的な品質保証を行うためにも，気象条件を含めた物理的環境条件を認識する必要がある。実際，震災がない地域，震災対策を求める必要はないであろう。
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図２　災害時と平常時の対応を含む接点の例と構造物の品質保証の考え方1)
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図３　平常時と災害時を前提とした構造物のLCMにおける「場」「ひと」「生産」の前提条件1)
続いて，「人」の条件では，社会における専門人材である担い手の構成が把握され，新たな就労体系の広がりが認識されている。国内では，これまでの建設分野の人材は，いわゆる元請と重層下請による分業体制下により建設活動が展開できる社会条件に依存してきた可能性があり、実際は，「A：地域性」や「B：担い手構造」の条件に大きく依存するものであったといえよう。時間変化の中でA,Bの条件を適材適所に受け入れられる人材条件を予め検討する必要があり、特に災害時は，建築関係者以外の担い手との協同が極めて重要になる。東日本大震災の復旧・復興活動に関しては，地域条件が大きく関係し，がれき処理を含む平常時・災害時を含めた建設活動のあり方にも大きな変革の視点を生じさせた。
３．木質材料など有機系材料を中心とした廃棄物起源材料の再資源化と高機能化（年度別成果）

３．１　研究スキーム（2010～2014年度）

　図４に平常時・災害時における時間的課題と研究スキームを示す。木質材料など有機系材料を中心とした廃棄物起源材料の再資源化と高機能化を検討するにあたり，平常時から災害・復旧時期に関わる直接的な課題と，復旧期から平常時に戻る応用的課題については区別して考える必要がある（図a）参照）。この時間的な流れを通じて，平常と災害時の社会的・物理的な要求条件が関係する場面が多数あったため，その条件を踏まえて研究を実施した。図b)の研究スキームに示す。ここでは，備災・減災を意識し「①平常時につくる」段にはじまり，「②災害時につくる」そして「③平常・災害時につかう」，そして最終的には「④環境影響・伝統的確保に向けた評価」を行うことで問題の解決を図ることとした。
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a)平常時と災害時の時間的課題
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b)研究スキーム

図４　平常・災害時における時間的課題と研究スキーム
表１　「平常時につくる」研究とその概要（2010～2014年度）

	（有機系材料）

人とペットが共棲する住環境における音響特性に関する研究(2013)

ペット共生住宅のQOL改善を目的とした内装建材性状の評価(2011)

新素材壁紙のテクスチャーにおける自然素材の表現性に関する研究(2011)  

内装仕上げ壁紙のテクスチャーと色彩特性をふまえた趣向性と感覚値の官能検査による評価(2010)    

市場普及品塩化ビニル壁紙における色差・光沢度及び換算表面粗さの物性分析と3指標の相関性評価(2010)

（無機系材料）

地域性を踏まえたコンクリートの生産コスト・物性・影響要因に関する研究(2014)

太陽光発電パネルの既存コンクリート部への接着性に関する研究 (2014)

建物ライフサイクルの各種工事における環境騒音の周波数特性と改善手法(2013) 

再生骨材Ｍコンクリートのモルタル量が影響する長期材齢特性(2012)  

コンクリート系材料の炭酸化処理による二酸化炭素固定量の把握と改質粒子の開発(2010)  

改質した骨材回収型コンクリートによる二次副産材料の成因特性と骨材回収性向上に関する研究(2010) 

片引き試験による骨材回収型コンクリートの付着強度―すべり関係と補強効果の影響(2010)   


表２　「災害時につくる」研究とその概要（2010～2014年度）

	（有機系材料）

災害時を想定した視覚距離により多像化する壁紙の認識度の改善(2013) 

災害時におけるペット共棲住環境のQOL改善を目的とした建築技術・システムに関する基礎的検討(2012)
木質バイオマス系無機有機混合外装材の品質評価と環境影響(2013) 

植生の有機物骨格を利用した無機有機複合体の基礎的物性に関する研究(2012)  

被災を受けた建築物を対象とした輸送時の環境影響評価(2012)  

（無機系材料）

災害時に使用可能な多種混合セメントによるレジリエンス対策(2013)  

生体構造特性を有する海洋生物殻を用いたコンクリートの動的劣化特性と炭素固定性の評価(2012) 

海洋生物殻廃棄物を用いたコンクリート系材料の破壊特性と環境改善効果(2010)  

資源環境の保全を目指した副産微粉を導入するコンクリート材料の発展的利用に関する研究(2010) 


なお研究体制は，各研究課題ごとに共同実施をしたUDM研究の連携研究者をはじめ，修士・卒業研究課題を担当した学生との共同で実施した。主たる活動拠点は，工学院大学八王子・都市減災研究センター実験棟で実施し、実験に使用した機器類は，万能力学特性試験機，示差熱・熱重量分析器，ジュークラッシャー等破砕装置，炭酸ガス固着化，複合耐久性試験装置，可変式促進中性化試験装置，ポロシメータ，エネルギー分散型蛍光X線分析器，X線回折装置等であり，各種建築材料の物理化学的特性の評価を行った。

３．２　「平常時につくる」研究とその概要

　表１に「平常時につくる」研究とその概要について主な内容を具体的に示す。ここでは，有機系材料の要素を含むもの以外にコンクリート等の無機系材料も関わる場合その内容を記載した。これらより，各種建材に対する平常時に要求される性能・機能は，災害時に生じる環境状態に対しても合理的に品質劣化が生じないよう性能保証されているわけではなく，災害時対応の製造・生産技術についても同時に検討する必要があると考えられた。

３．３　「災害時につくる」研究とその概要

　表２に「災害時につくる」研究とその概要について主な内容を具体的に示す。ここでは，有機系材料の要素を含むもの以外にコンクリート等の無機系材料が関わる場合もその内容を記載した。これより，各種建材に対する災害時に要求される性能・機能は，平常時に生じる環境状態に対しても合理的に品質劣化が生じないように保証されており，災害時対応の製造・生産技術について検討を深めれば平常時要求も同時に満足する可能性があることが示唆された。

３．４「平常時・災害時につかう」研究とその概要

　表３に「平常時・災害時につかう」研究とその概要ついて主な内容を具体的に示す。ここでは，各種建材に対する平常時・災害時に要求される使用段階での性能・機能が，経年劣化および突発災害により生じる環境状態に対し，合理的に品質劣化が生じないまま性能保証されている場合は限られており，平常時と災害時対応の使用性および安全性の確保に向けた技術・システム開発に関する検討が必要であると確認された。

表３　「平常時・災害時につかう」研究とその概要（2010～2014年度）

	幼児を想定した床要求性能と仕上げ材料を含む耐床衝撃性の評価(2014)

建物外壁一次診断を踏まえたタイル仕上げの劣化診断と維持保全リスク評価 (2013) 

建築外壁タイル仕上げの施工時環境を踏まえた剥離剥落要因の検討(2013) 

長期供用建物から多点採取した小径コアによる外部環境の品質影響評価(2013) 

長期供用の旧基準鉄筋コンクリート部材を想定した鉄筋腐食ひび割れに関する予防保全診断技術の検討(2012) 

各種セメントを用いたコンクリートの蓄熱による基礎的物性と微細構造変化(2012)  

各種副産微粉を混和したセメント系建設資材の熱的物性変化(2011)

首都圏で実施工された建築構造用コンクリートの色彩特性分析と原材料物性因子との相関分析(2010) 


表４　「環境影響・伝統性確保に向けた評価」研究とその概要（2010～2014年度）

	（環境影響評価）

都市地域における鉄筋コンクリート造建築物の 解体･処理･輸送段階のシステム分析と環境負荷(2012)  

建築仕上材を対象とした製造・輸送時のCO2排出に伴う環境負荷評価(2011) 

都市建築ストックマネジメントに向けた 首都圏の実施工－鉄筋コンクリート造建築物における 資材利用・輸送時環境負荷評価(2010) 

環境配慮型打継ぎ資材を用いたコンクリートの基礎物性評価(2012) 

（伝統性確保）

屋外暴露したこけら葺き屋根の物理的経年劣化とむくり処理の評価(2014)

左官仕上げにおける漆喰の種類と調合要因が建築躯体材料の耐力および耐久性に及ぼす影響(2014)

建築物のLCMにおける維持保全と保存的活用ストラテジー(2014)

伝統的建築物の左官壁に対する浸透性アクリル樹脂を用いた補修と材料劣化抵抗性の改善(2014)

屋外暴露したこけら葺き屋根の化学的劣化性状と各種影響要因の評価(2014)

屋外暴露した改質こけら葺き屋根の初期劣化要因と安定化状態の評価(2013) 

伝統的木造建築に用いるこけら葺き屋根の表面改質処理による１年間の屋外暴露性状評価(2012) 

茅勾配と改質処理を施した茅部材の含水特性とカビ劣化性状の評価(2012)   

屋外暴露した改質こけら葺き屋根の物理的変状の評価(2012)   

ホウ酸―ケイ酸ナトリウム処理による難燃化茅葺材を用いた文化財建物の高度維持技法の開発(2012)

茅勾配を変化させた伝統的茅葺屋根の内部温湿度分布と乾燥状態の評価(2011) 

伝統的木造建築に用いる葺き材の物性分析と改質処理による高度維持化に関する研究(2010) 


３．５　「環境影響・伝統性確保に向けた評価」研究とその概要

　表４に「環境影響・伝統性確保に向けた評価」研究とその概要について主な内容を具体的に示す。ここでは，上記の検討を通じて，各種建材に対する平常時・災害時に要求される製造・使用から廃棄・再資源化段階を含むLCM全体での環境影響の評価を行った。なお建物が長期的に使用される場合，文化性を持ち合わせられる可能性が生じる。経年劣化および突発災害により生じる環境状態に対しても，合理的に品質保証がなされる検討が必要といえる。

４．まとめ

　テーマ３の「震災廃棄物の再資源化と高機能化」に関する研究は，平常時・災害時における無機・有機材料の全てを含めた建設資源の有効活用を前提に，都市圏における建設物の廃棄処理段階も含めた資源循環の仕組みと，都市構造物自身の耐久性を高めて長寿命化するという社会的要請に関連づけられた基礎資料を提供するものであった。また本課題で得られた研究成果は他分野との連携研究に発展する道筋が得られおり，今後の具体的な研究課題の導出が図られている。
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